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近年の地域社会を取り巻く環境は、地方での人口減少、少子高齢化

や核家族化の進展、生活様式の多様化により、地域での連帯や相互扶

助などの意識が希薄化し、高齢者や障がいのある方への支援や雇用、

児童虐待や生活困窮者対策など、様々な課題が生じています。 

このような課題に対し、国は「我が事・丸ごと」の地域共生社会づ

くりを推進しており、町においても従来型の福祉サービスに加え、住

民、事業所、行政との協働による取り組みや地域ぐるみでの助け合い・

支え合いによる環境づくりと、住民を主体とした地域福祉の推進や包

括的な支援体制整備に努めることが必要とされています。 

その仕組みづくりのため、町では「地域社会創成のまち」を基本理

念として、地域の中で活動するボランティア、ＮＰＯ、関係機関・団

体、福祉サービス事業者等、地域に関わるさまざまな担い手が連携し、

協力することにより、子どもからお年寄りまで、すべての町民が幸福

になるために地域社会創成によるまちづくりを進めてまいります。 

本地域福祉計画は第２期の計画であり、基本理念とこれまでの計画

の方向性を継承しつつ、地域の皆さんが主体となり、行政や社会福祉

協議会、関係する機関等と協働しながら、地域福祉づくりを推進する

ための基本的な方向を示しています。 

町民の皆様、関係団体の皆様には、本計画の趣旨、理念をご理解い

ただき、助け合い・支え合いの地域福祉の推進にご理解とご協力をい

ただきますようお願いいたします。 

結びに、本計画の策定に向けてご審議をいただきました地域福祉計

画策定委員の皆様をはじめ、貴重なご意見をいただきました多くの町

民の皆様や関係機関の皆様に深く感謝し、心からお礼申し上げます。 

令和２年３月 

中之条町長 伊能正夫  



    

 

 

 

 

 

 

 

 

 急速な少子高齢化の進行や人口減少、個人の価値観や生活様式の多

様化などにより、助け合いや支え合いといった地域住民のつながりが

希薄化するとともに、近年多発する災害への備えや社会的孤立等地域

の課題は複雑かつ多様化しております。 

このような状況の中、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすこと

ができるまちづくりを進めるためには、町民一人ひとりが地域福祉な

どの課題に関心を持ち、これらの課題に対応できる体制をつくること

が重要であると考えております。 

 平成２７年度に策定した第１期地域福祉活動計画の成果や課題を検

証し、引き続き「支え合いによる地域づくり」を活動方針とした第２

期地域福祉活動計画を策定いたしました。 

 この計画は、生活支援体制整備事業や成年後見制度等の利用促進、

災害時に助け合える体制整備やネットワークの構築等、令和２年度か

ら５年間に取り組むべき活動内容となっています。 

今後の計画実現に向け、町民の皆様や関係機関・団体の皆様と連携を

取りながら進めてまいりたいと考えておりますので、ご支援ご協力を

お願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたり貴重なご意見と多大なご協力を賜り

ました策定委員の皆様、町民の皆様、関係各位に心から感謝申し上げ

ます。 

 

令和２年３月 

社会福祉法人 

中之条町社会福祉協議会 

会長 樋田 信自 
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Ⅰ．地域福祉計画 
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 地域福祉計画について 
 

 

１－１ 計画の趣旨 

近年の少子高齢化の進展、核家族化、生活様式の多様化により、地域社会から

連帯や相互扶助などの意識が希薄化しており、行政による福祉サービスだけでは

住民ニーズに応えることが難しい状況です。 

そのような中で、国は平成２８年７月に「我が事・丸ごと」地域共生社会実現

本部を設置し、様々な問題、課題について、行政も住民も「我が事」としてとら

え、お互いを思いやることで「丸ごと」受け止めて解決をしていく「地域共生社

会」の実現を目指すこととなりました。 

当町においても、町民、事業所、行政の協働による取り組みや、地域ぐるみで

の助け合い・支え合いによる環境づくりが求められており、町民を主体とした地

域福祉の推進と地域力の強化が必要です。 

本計画は第２期の計画となり、法律や制度の改正や当町の総合計画第６次構想

に則し、行政計画として住民の健康や高齢者、障がい者、児童等に関する地域福

祉の推進と、更なる地域共生社会の実現に向けた取り組みのあり方を示すもので

地域における課題や社会資源の状況、地域福祉推進の理念などの共有化や、町社

会福祉協議会が策定する地域福祉活動計画の支援策などを盛り込んで作成するも

のです。 

 

 

１－２ 根拠法令 

本計画の根拠法令は、「社会福祉法」第１０７条です。 

また、この計画は、平成３０年に施行された社会福祉法の改正により、福祉の

各分野における共通事項の上位計画として位置付けられました。 
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１－３ 計画期間 

計画期間は、令和２年度から令和６年度の５年間です。 

 

年  度 

 

各種計画 

平成 

27 年度 

（2016） 

28 

（2016） 

29 

（2016） 

平成 

30 年度 

（2019） 

令和 

1 年度 

（2020） 

2 

（2021） 

3 

（2022） 

4 

（2023） 

5 

（2024） 

6 

（2025） 

総合計画           

地域福祉計画 
地域福祉活動計画 

          

高齢者福祉計画・

介護保険事業計画 
      

 
   

障がい者計画        
 

  

障がい福祉計画           

障がい児福祉計画           

子ども子育て

支援事業計画 
          

いきいき元気

プラン 
          

いのち支える

中之条町自殺

対策行動計画 
          

総合戦略           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和2年度から[５年間] 第１期 

中之条町まちづくりビジョン（第６次構想） [～令和7年度] 第5次 

第８期 第６期 第７期 

第２期 第３期 

第４期 

第１期 

第５期 

第１期 令和2年度から[５年間] 

第２期 

第１期 

第１期 第２期 

第４期[～令和8年度] 

第６期 

第２期 
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１－４ 関連計画との関係 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    本計画及び関連計画については、町政運営の基本方針の「中之条町まちづくりビ 

ジョン（総合計画第６次構想）」により、関連する高齢者、障がい者、児童、健 

康増進等の各個別計画との連携を図ります。 

 

 

１－５ 計画の進捗の管理 

計画の進捗管理にあたっては、計画の実現に向けて進捗状況の把握、点検及び

評価を行うとともに、必要に応じて各種施策の見直しを行います。 

中之条町まちづくりビジョン（総合計画第６次構想） 
 

関連計画等（保健・福祉部門） 

地域福祉計画（本計画） 

障

が

い

福

祉

計

画 

障

が

い

者

計

画 

高

齢

者

福

祉

計

画 

上位計画等 

整 合 

子
ど
も
子
育
て
支
援
事
業
計
画 

調 整    連 携 

障

が

い

児

福

祉

計

画 

地域福祉活動計画 
 

い

き

い

き

元

気

プ

ラ

ン 

い

の

ち

支

え

る

中

之

条

町 

自

殺

対

策

行

動

計
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 地域福祉計画の基本理念 

 

 

２－１ 基本理念 

 

 

地域社会創成のまち 

 

 

地域の中で活動するボランティア、生活支援協議体、ＮＰＯ、関係機関

・団体、福祉サービス事業者等、地域に関わるさまざまな担い手が連携や

協力をすることにより、子どもからお年寄りまで、すべての町民が健康で

幸福になるために地域社会創成によるまちづくりを目指します。 
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２－２ 基本目標と基本計画 

 

 

      ふるさとを誇りに思う心づくり 

 ふるさとの文化、歴史、自然、年中行事等について知り、郷土を誇り

に思う心を育てます。 

１ ふるさと教育の実施 

２ 生涯学習の推進 

３ 広報等による啓発活動 

 

 

 

      自らの参加と地域との連携 

 多様なボランティア・地域活動の支援と育成を図ります。 

１ 地域の見守り体制の強化 

２ 住民相互の交流活動の支援・推進 

３ 生活支援協議体やボランティア活動の支援 

４ 参加機会を増やすための情報提供 

５ 就業の斡旋等の支援 
 

 
 
 

      保健・福祉サービスの充実 

 全ての町民が健康で明るい生活が送れるよう、支援が必要な人と支援

をする人を結びつけることにより、地域の生活課題に有効に対処できる

組織や体制づくりを強化します。 

１ 保健・福祉サービスの利用向上 

２ 民生委員・児童委員等への活動支援 

３ 民間事業者の支援と連携 

４ 災害時における要援護者への対応 

５ 包括的な相談及び支援体制の充実 

６ 権利擁護の推進 

 

基本目標２ 

基本目標３ 

基本目標１ 
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２－３ 施策体系 

基本理念  基本目標  基本計画 

     

 

 

 

 

 

  
 

  

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

  

 

 

 

 

 

  

 

  
 

 
 

 

  

 

  
 

地 

域 

社 

会 

創 

成 
の 

ま 

ち 

ふるさとを誇りに思う心づくり 
 

 ふるさとの文化、歴史、自然、年中

行事等について知り、郷土を誇りに思

う心を育てます。 

基本目標１ ① ふるさと教育の実施 

② 生涯学習の推進 

③ 広報等による啓発活動 

自らの参加と地域との連携 
 

 多様なボランティア・地域活動の支

援と育成を図ります。 

基本目標２ 

① 地域の見守り体制の強化 

② 住民相互の交流活動の 

支援・推進 

③ 生活支援協議体や 
ボランティア活動の支援 

④ 参加機会を増やすための情

報提供 

⑤ 就業の斡旋等の支援 

保健・福祉サービスの充実 
 

 全ての町民が健康で明るい生活が

送れるよう、支援が必要な人と支援

をする人の結びつけることにより、

地域の生活課題に有効に対処できる

組織や体制づくりを強化します。 

基本目標３ 

① 保健・福祉サービスの 

利用向上 

② 民生委員・児童委員等への

活動支援 

③ 民間事業者の支援と連携 

④ 災害時における要援護者へ

の対応 

⑤ 包括的な相談及び支援体制 

の充実 

⑥ 権利擁護の推進 
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 基本計画 
 

 

３－１ 基本計画 

前節で示した３つの基本目標に位置づけられた基本計画について概説します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

町民の学習機会を拡大するために、地区公民館等を活用した講座

の開講や自主研修等の助成に努めます。 

町民のニーズにあったカリキュラムを検討し、生きがいを高め個

人の自立と社会参加の推進を図ります。 

生涯学習の推進 ２ 

生活支援協議体などの地域福祉を推進する活動や、ボランティア

活動への参加を推進するため、広く情報提供を行います。 

地域福祉計画概要を町ホームページや広報等により計画を周知

し、ボランティアの募集、イベントへの参加募集などについても継

続的な周知に努めます。 

広報等による啓発活動 ３ 

ふるさとを誇りに思う心づくり 基本目標１ 

文化・歴史・自然・行事などの総合学習によるふるさと教育を実

施します。 

中之条町を誇りに思う心を養うことで、お互いを愛しむ気持ちを

育て、福祉事業への積極的な参加を促します。 

ふるさと教育の実施 １ 
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  自らの参加と地域との連携 基本目標２ 

地域の民生委員・児童委員をはじめ、保健・福祉活動を行っている

方や団体などと協力して、地域の見守りを推進するための組織づくり

に支援を行います。 

地域の見守り体制の強化 １ 

地域住民が日頃の地域活動を行う上で、気軽に集まり、活動しや

すい環境づくりの整備推進に努めます。 

地域のコミュニティ活動に対する支援を行うとともに、地域住民

と各種団体、各団体が交流・連携できるための体制整備を図りま

す。 

住民相互の交流活動の支援・推進 ２ 

地域における生活支援協議体やボランティア活動の担い手を発

掘・確保します。 

また、ボランティアコーディネーターの育成や関係機関の連携強

化を図り、ボランティア活動の支援を行います。 

生活支援協議体やボランティア活動の支援 ３ 

地域の行事や町のイベント、ボランティア活動などの情報提供

を、タイムリーに、適切な方法で発信することに努めます。 

また、インターネットや電子メール等の活用を推進します。 

参加機会を増やすための情報提供 ４ 

身近な地域で経験や能力を生かし、社会参加できる場と機会を確

保するために、就労情報の収集・提供や高齢者の起業の支援等、就

業機会の拡大を図ります。 

就業の斡旋等の支援 

 

５ 
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保健・福祉サービスの充実 基本目標３ 

必要なサービスを利用することができるよう、各計画に基づく需要

量と供給量のバランスを調整しながら必要量の確保に努めます。 

また、社会の変化に伴い変化する住民ニーズについて検討し、保

健・福祉サービスの利用向上に努めます。 

保健・福祉サービスの利用向上 １ 

多くの課題や家庭全体の問題を抱えるなど、民生委員・児童委員等

の活動は複雑多岐に及んでいます。早期発見と予防策の協議など、連

携と支援を積極的に行います。 

民生委員・児童委員等への活動支援 ２ 

住民のニーズに応じたサービスが利用できるよう、サービス基盤の

整備を図るとともに、民間事業者や各種団体への支援とサービス提供

者の育成に努めます。サービスの質の確保をするために事業者を支援

します。 

民間事業者の支援と連携 ３ 

安心安全な生活を実現するため、関係機関・地域住民などとの連携に

よる体制を確立するよう努めます。要支援者については、生活状況等に

応じた防災・安全対策が講じられるよう、災害時の支援に努めます。 

災害時における要支援者への対応 ４ 

身近に相談ができ、あるいは次につなげてくれる拠点を含めた包括的

な相談支援体制の確立が求められています。生活困窮者など、相談内

容により緊急の対応が必要な場合などに、専門機関につなげること

ができる相談や支援体制の重層化を整備します。 

包括的な相談及び支援体制の充実 ５ 

福祉サービスを必要とする方が自らの意志と判断に基づき適切なサービ

スが利用できるよう、制度や事業に関する情報提供や啓発を行うととも

に、サービス利用者の権利を擁護するための制度の利用を促進します。 

 

権利擁護の推進 

 

６ 
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３－２ 今後の取り組み 

３つの基本目標毎に位置づけられた基本計画について、今後の取り組みを示し

ます。 

 

 

 

 

 

・世代間の交流を図るため、高齢者の経験を生かし、文化・歴

史・行事等を伝承する活動を支援する。 

・ふるさとの文化、歴史、自然など学習の機会の提供に務め、地

域住民の相互の交流を図る。 

 

 

 

・公民館事業や中之条大学等との連携を深め、様々な福祉教育

を充実させる。 

・町民の学習機会の充実に向け、講座・教室等の活動を支援す

る。 

 

 

 

・計画の周知を図るため、概要版の広報掲載やホームページ掲

載を行う。 

・広報等を活用し、高齢者福祉、障がい者福祉、子ども等に関す

る様々な情報を継続的かつ繰り返し行う。 

・ホームページを活用し、広報と同様の情報提供を行うととも

に情報をストックし、恒常的に提供する。 

  

ふるさとを誇りに思う心づくり 基本目標１ 

ふるさと教育の実施 １ 

生涯学習の推進 ２ 

広報等による啓発活動 ３ 
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・地域を見守るために重要な役割を担う民生委員・児童委員等

への活動の支援を行う。 

・独居老人を見守るため、民生委員・児童委員等による「ひと

り暮らし老人に一声かける運動」等見守り活動を支援する。 

・子どもを見守るため、児童の通学の見守り・声かけ活動をし

ている関係団体に対して支援を行う。 

・障がいのある方が地域で安心して暮らせるよう、関係機関等

に対する支援を行う。 

・福祉は様々な分野が存在するだけでなく問題も複雑なため、

ワンストップを意識した連携強化型の包括的相談体制の構築

に努める。 

・誰もがそのニーズに合った支援を受けられるよう、地域共生

社会の実現に向けた協働体制の確立を推進するとともに、自

助、互助、共助、公助による包括的支援を行う。 

 

 

 

・地域を支える行政区や班の地域活動を支援・推進する。 

・交流活動の場について、快適で安全な環境を確保するための

支援を行う。 

 

 

 
・地域での生活協議体の活動について助言等を行うとともに、

積極的な支援を行う。 

・ボランティアの活動に関する相談窓口の充実と強化を図り、

情報提供を支援する。 

・ボランティアの養成を推進するとともに、各種団体と連携し

育成のための支援をする。 

 

 

自らの参加と地域との連携 基本目標２ 

地域の見守り体制の強化 １ 

住民相互の交流活動の支援・推進 ２ 

生活支援協議体やボランティア活動への支援 ３ 
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・老人クラブ、障がい者団体、民生委員・児童委員、区長、婦人

会、福祉関係事業者などとの情報交換を行い、各種団体との連

携を図る。 

・広報を活用し、様々な情報を継続的かつ繰り返し行う。 

・ホームページを活用し、広報と同様の情報提供を行うととも

に情報をストックし、恒常的に提供する。 

 

 

 

・高齢者の就業について、中之条町シルバー人材センター等と

連携する。 

・障がい者の雇用を促進するため、民間事業者等に啓発を行う。 

・高齢者、障がい者、母子父子家庭等に対する就業の斡旋につい

て、ハローワーク等と連携する。 

  

参加機会を増やすための情報提供 ４ 

就業の斡旋等の支援 

 

５ 
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・介護保険制度に基づき、地域のニーズやサービス見込み量に

応じた適切なサービスを提供する。 

・生活支援の充実のため、配食サービスなど、介護保険対象外

のサービス等を行い、生活を支援する。 

・各種健診、健康相談、健康教室等の保健事業を実施する。 

・介護予防につながる各種教室・講演会・研修等を実施し、健

康増進を図ることで介護予防する。 

・地域包括ケアシステムの実現にむけて、地域包括支援センタ

ーとの連携を高める。 

・地域福祉の中心的な役割を担う社会福祉協議会との連携を高

める。 

・公共が管理する福祉関連施設について、快適性や安全性を確

保した維持管理を行い、充実を図る。 

・経済的な負担の軽減を図るため、低所得者への対応も含め 

て、各種手当・給付事業・奨励金等を継続的に実施する。 

・生活支援協議体等、地域を基盤とする共生型サービスの創設 

に向けて多様な担い手の育成や地域資源の掘り出しを行い、 

住民相互の支え合い機能の強化や複合課題に対応する包括的 

相談支援体制を構築する。 

 

 

 

・民生委員・児童委員相互の情報交換を行うため、定期的に会議

を行う。 

・地域の見守り等の重要な役割を担う、民生委員・児童委員活動

や見守り活動団体への支援を行う。 

  

保健・福祉サービスの充実 基本目標３ 

保健・福祉サービスの利用向上 １ 

民生委員・児童委員等への活動支援 ２ 
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・福祉サービスを担う民間事業者や各種団体の支援・育成に努

める。 

・地域で活動する各種団体の連携を支援することにより、地域

力向上に努める。 

 

 

 

・災害時に迅速な対応ができるように様々なケースを想定した 

訓練を実施する。 

・災害時に自ら避難することが困難な支援を要する方を把握

し、緊急時に対応できる体制を整える。 

 

 

 

・福祉は様々な分野が存在するだけでなく問題も複雑なため、

ワンストップを意識した相談体制の構築に努める。（再掲） 

・複合化した課題を抱える個人や世帯に対する支援や「制度の

狭間」の問題など、既存の制度による解決が困難な課題の解決

を図るため、自助、互助、共助、公助が連携した相談支援体制

を整える。 

 

 

 
・福祉サービスを必要とする方のうち、判断能力が不十分な方

等への成年後見制度や日常生活自立支援事業等の利用につい

て、社会福祉協議会などの関係機関と連携を図る。 

・子どもや女性、高齢者、障がいのある方への虐待について、児

童相談所、地域包括支援センターなどの関係機関と連携して

予防を図り、虐待事案が発生した際には、速やかに支援を実施

する。 

  

災害時における要配慮者への対応 ４ 

民間事業者の支援と連携 ３ 

包括的な相談及び支援体制の充実 ５ 

権利擁護の推進 

 

６ 



 

   1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．地域福祉活動計画 
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 地域福祉活動計画 

 

 

４－１ 地域福祉活動計画の位置づけ 

地域福祉計画において基本計画に位置づけられた施策または事業は、高齢者、

障がい者、子ども等に対して実効的でなければなりません。そのためには、様々

な主体が、日常生活をベースに密接にかかわりながら、質の高いサービスや活動

を継続する必要があります。 

これをうけ、地域福祉活動計画は、様々な主体となる地域住民、ボランティア

、事業者、民生委員・児童委員等が活動しやすく、そして連携できるような計画

にしなければなりません。 

 

 

  

本計画書第３章まで 

地域福祉計画 

住民福祉課 担当課 

内 容  町全体の地域福祉全般

に関する基本理念を示

し、それを具現化するた

めの基本計画を位置づけ

ています。 

５年間［R2～R6］ 計画期間 

地域福祉活動計画 

本計画書第４章から 

社会福祉協議会 担当課 

内 容  地域福祉計画をうけ、

社会福祉協議会の活動、

ボランティア活動などを

推進するため、実際に活

動する内容や参加者に着

目した計画です。 

５年間［R2～R6］ 計画期間 
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４－２ 社会福祉協議会における活動方針 

 

 

 

 

支え合いによる地域づくり 

 

 

 

  地域福祉ニーズが多様化・複雑化している中で、誰もが住み慣れた場所で安心

して暮らしていけるようにするには、それぞれ異なる立場を理解した上で「助け合

い」や「支え合い」の精神をもち、福祉への関心や地域でのつながりを大切にする

ことが重要です。そして、その輪が広がることで中之条町が住みやすい、安心安全

な町へとさらに成長していきます。 

 社会福祉協議会が行っている事業をはじめ、様々な団体が行っている活動は、そ

の趣旨に沿った地道な活動を継続しています。 

この計画の策定を機にあらためて施策や事業を位置づけ、活動及びその支援を実

施していきます。 
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活動方針１  

私たちは、何気ない日常生活を送ることが多いため、互いに異なる立場や考え

方を理解することは難しいものです。 

理解するためには、何らかのきっかけや機会を通じて、気づきがなければなり

ません。 

そのためには、広報で知ることや、例えば、大人は生涯学習、子供は福祉教育

を通じて学び、体験して気づくことが必要です。 

 

 

活動方針２ 

福祉サービスの提供を受けたり、各種イベント活動に参加している当事者が、

心身ともに健康を維持できるよう支援します。 

また、福祉サービスを提供したり、各種イベント活動を企画する団体または事

業者が継続的に活動できるような支援をつづけます。 

 

 

活動方針３ 

より多くの方々が自ら参加する機会を増やすため、身近な地区、活動場所にお

いて、参加機会が得られるような方法及び広報活動を行っていきます。 

そのためには、既に活動の主体となっているボランティア、住民活動を推進し

ていきます。 

 

 

活動方針４ 

活動する主体が互いに補うことができるようなネットワークづくり、または拠

点づくりを行っていきます。 

また、既に活発に活動を行っている地区社協を牽引役とし、他地区における組

織活動の育成を行っていきます。 
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 活動方針１ 

４－３ 社会福祉協議会における事業 

活動方針にもとづき、社会福祉協議会が実施していく事業、または取り組みを

示します。 

 

 

 

① 学習機会の提供 

事業・活動 内容 備考 

福祉教育推進事業 

児童・生徒が体験学習の機会を

通じて、社会福祉への理解と関

心を高め、地域福祉の向上を図

る 

継続 

ボランティア育成 

幅広い世代の新たな担い手を確

保するために、ボランティア講

習会を開催する 

継続 

高齢者の学習支援 
学ぶ意欲旺盛な高齢者へ、学習

の場と機会を提供するため老人

大学の運営支援を行う 

継続 

 

 

② 福祉に関する広報・啓発の推進 

事業・活動 内容 備考 

福祉啓発事業 

地域福祉に関する制度やサービ

ス等について、広報誌やホーム

ページにより啓発や情報の提供

を行う 

継続 

各種団体への情報提供 
老人クラブ等へ地域福祉に関す

る制度やサービス等について情

報提供を行う 

新規 
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 活動方針２

１ 

 

 

 

① 在宅福祉サービスの充実 

事業・活動 内容 備考 

生きがい活動支援通所事業 

利用者を四万老人福祉センター

へ送迎し高齢者の仲間づくりを

支援する 

継続 

配食サービス事業 
高齢者の健康保持と、地域の連

携を深めるため、ボランティア

が対象者へ食事を届ける 

継続 

 

 

② 権利擁護の充実 

事業・活動 内容 備考 

福祉サービス利用援助事業 
認知症高齢者・障がい者等への

日常の金銭管理等の支援を行う 
継続 

権利擁護推進事業 

成年後見制度の利用促進を図

り、法人後見実施の検討を行う 
継続 

障がい者文化芸術活動を推進す

るため、活動ネットワークを構

築する 

新規 

 

 

③ 相談体制の整備 

事業・活動 内容 備考 

福祉なんでも相談事業 
なんでも福祉相談員を兼任配置

し、分野を問わず生活や福祉に

関する相談に応じる 

新規 



 

   20 

生活福祉資金貸付事業 

低所得世帯や生活困窮世帯に対

し、生活再建のための資金貸し

付けについての相談・支援を行

う 

継続 

生活困窮者自立支援事業 
生活困窮者の自立を支援するた

め、相談支援体制の構築により

関係機関との連携を図る 

継続 

 

 

④ 福祉活動への支援 

事業・活動 内容 備考 

福祉団体活動支援事業 

地域で活動する福祉団体が円滑

に活動を行えるよう支援・助成

を行う 

継続 

子育てサークル活動支援事業 

地域で活動する子育てサークル

円滑に活動を行えるよう支援・

助成を行う 

継続 

チャリティーバザー開催支援 

地域福祉活動や心身障がい者の

活動資金確保のためチャリティ

ーバザー開催の支援を行う 

継続 

シルバー人材センター運営

事業 

高齢者に対し、臨時的かつ短期

的な仕事を提供することによ

り、就業機会の増大と福祉の増

進を図り、活力ある地域社会づ

くりに寄与する 

継続 

各種募金活動への協力 
共同募金等の活動の周知、およ

び協力を行う 
継続 
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 活動方針３

１ 

 

 

 

① ふれあいの充実 

事業・活動 内容 備考 

ひとり暮らし老人会食会 

７５歳以上の一人暮らし高齢者

を対象に会食会を開催し、相互

交流の場を提供する 

継続 

在宅障がい児・者激励事業 
障がい児・者親子のふれあいと

参加者相互の交流を図る 
継続 

一人親家庭激励事業 

一人親世帯を対象に相互交流場

を提供するため、日帰りバスツ

アーを開催する 

継続 

ふれあい・いきいきサロン

活動助成事業 

ひとり暮らし高齢者、虚弱高齢

者、障がい者、子育て中の親、

ひとり親家庭の子どもや親な

ど、地域での交流が十分に持て

ない人を対象に、地域住民が気

軽に立ち寄れる「地域の集いの

場」を、住民自らが主体となっ

て開設・運営する事業活動に対

して、事業費の一部を助成する 

継続 

出会い子育て応援事業 
イベントなど出会いの場づくり

から子育てまで支援する 
継続 

歳末慰問事業 

歳末時期に７０歳以上の一人暮

らし高齢者宅へ民生児童委員が

訪問し、見守り支援を行う 

新規 

 

 

② 社会参加の促進 

事業・活動 内容 備考 

車いす等福祉用具の貸出 

一時的に車いす等が必要となっ

た方へ貸し出しを行い、日常生

活の利便性を図る 

継続 
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福祉車両貸出 

要介護高齢者および身体障がい

者を抱える家族が、当該介護高

齢者等と外出（通院、買い物

等）する場合に、車いすを搭載

できる車両を貸し出す 

継続 

福祉有償運送事業 
中之条地区において移動が困難

な方への移送サービスを行う 
継続 

公共交通空白地有償運送事

業 

六合地区において外出が困難な

方への移送サービスを行う 
継続 

 

 

③ ボランティア活動の推進 

事業・活動 内容 備考 

ボランティア保険加入促進 

ボランティア活動を安全かつ安

心して実施できるよう促進を図

る。 

継続 

ボランティア団体助成 
ボランティア活動のあり方を検

討しながら、運営の支援を行う 
継続 

ボランティアセンター運営 

ボランティア活動の周知を行い

関係機関・団体と連携し福祉ニ

ーズの解決に努める 

継続 

ボランティアセンター活動

の充実 

ボランティアコーディネーター

の配置、ボランティア登録の推

進、ボランティア団体との連携

を図る 

継続 
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 活動方針４

４ 

 

 

 

① 地域活動の支援 

事業・活動 内容 備考 

ボランティア連絡協議会活

動支援 

町民主体のボランティア活動を

支援し相互の連絡・連携を円滑

に行う 

継続 

地区社会福祉協議会への協

力 

地区社会福祉協議会活動活性化

を図るため援助協力を行う 
継続 

生活支援体制整備事業 

地域における生活課題に対し社

会資源を活用・開発し地域ネッ

トワークを構築する 

新規 

 

 

② 地域の見守りネットワークの構築 

事業・活動 内容 備考 

福祉マップづくりの推進 

民生児童委員の担当地区におけ

る要保護、要支援者をマップ化

し災害時等に活用できるよう支

援する 

継続 

災害ボランティア人材育成

事業 

災害時に助け合えるまちづくり

に向けた人材を確保するために

講習会や研修会を開催する 

継続 

災害ボランティア活動の推

進 

災害時にボランティアセンター

を開設し、町や各関係機関との

連携を円滑に図るため体制、ネ

ットワークの構築を図る 

新規 
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４－４ 施策体系 

 

活動理念  活動方針  事業・活動 

     

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 
 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

支 

え 

合 

い 

に 

よ 

る 

地 

域 
づ 
く 

り 

学んで気づく 

活動方針１ ① 学習機会の提供 

② 福祉に関する広報・啓発の 

推進 

地道に活動をつづける 

活動方針２ 

① サービスの向上 

② 権利擁護の充実 

③ 相談体制の整備 

④ 福祉活動への支援 

参加してみる 

活動方針３ 

① ふれあいの充実 

② 社会参加の促進 

③ ボランティア活動の推進 

つながり交流する 

活動方針④ ① 地域活動の支援 

② 地域の見守りネットワー 

クの構築 
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 計画推進体制 

 

５－１ 推進体制 

（１） 町民への周知 

ワークショップ、住民懇談会等を開催し、町民の意見を集めます。 

また、計画や概要を広報、インターネット等を通じ、施策や事業の内容を町民

に周知します。 

また、町民の意見は、随時、行政窓口にて対応いたします。 

 

（２） 事業者への周知 

町内の福祉関係の事業者、ボランティア、ＮＰＯ等についても町民と同様に周

知をはかります。 

また、事業者の意見は、地域福祉を推進する上で、実務的に有効であることが

多いことから、随時、行政窓口等にて対応いたします。 

 

（３） 職員への周知 

福祉関係部署はもちろんのこと、福祉教育は学校関係者の協力が、バリアフリ

ー等の施設整備には建設関係者の協力が必要になります。 

よって、庁内組織を横断的に意志の疎通をはかり、地域福祉の向上をはかりま

す。 

 

（４） 財源 

実際に活動を推進するためには、財源の確保が必要です。把握したニーズの課

題解決を進めるためには、補助金、助成金を要望するだけでなく、地域住民自ら

が資金確保に努め、できることから取り組むことも必要です。 

共同募金では、集めた募金の一定割合以上をその市町村で自由に活用できるよ

うになりました。共同募金を活性化させ、小地域での福祉活動の財源を確実に確

保し、地域福祉活動を継続的に安定的に展開することも必要です。 
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（５） 委員会の設置 

この計画の実効性を高めるためは、施策や事業の進捗状況の確認を行うととも

に、５年毎に計画の評価・見直しを実施します。 

実施する主体は、町において実質的に活動している主体にて構成する以下の組

織にて、実施します。 

  

社会福祉協議会 高齢者福祉担当 

障がい者担当 

子ども担当 

母子担当 

学校教育担当 

生涯学習担当 

建設担当 

区 長 会 

民生委員・児童委員協議会 

老人クラブ 

ＮＰＯ 

事 業 者 

婦 人 会 

子ども会育成会 

家族会等 

ボランティア 

医療関係者 

相談支援等 

住 
 

 
 

民 

行
政
（
事
務
局
） 

仮）地域福祉推進委員会 
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５－２ 進捗状況の把握及び評価 

 

（１） 仮）地域福祉推進委員会による監視 

前ページに示した委員会は、町における地域福祉を先導的に推進する立場にあ

ることから、各々の分野における住民ニーズを把握しつつ、計画の進捗管理及び

見直しなどについて協議・検討を行い、すべての町民が健康で幸福になれるよう

なまちづくりを推進します。 

 

（２） 事務局の設置と継続的な見直し 

事務局を庁内に設置し、社会福祉協議会との連携のもと、本計画の進捗管理及

びその事務を継続的に実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．資  料 
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資料１ 地域福祉計画・地域福祉活動計画策定委員会設置要綱  

 
（設置） 

第１条 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０７条の規定に基づく中之条町

地域福祉計画及び社会福祉協議の地域福祉活動計画（以下「計画」という。）を策

定するため、中之条町地域福祉計画・地域福祉活動計画策定委員会（以下「委員会

」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は次に掲げる事務を所掌する。 

（１） 計画の策定に関すること。 

（２） その他委員会が必要と認める事項に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、１５名以内の委員で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、町長及び社会福祉協議会長が委嘱する。 

（１）町民組織代表者 

（２）社会福祉関係団体代表者 

（３）その他町長が適当と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱をした日から計画策定完了までとし、必要に応じて再任

できるものとする。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 
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（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、その意

見又は説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、住民福祉課及び社会福祉協議会内に置く。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項はその都度委員会に諮って定める

ものとする。 

附 則 

この要綱は、平成２５年１２月１７日から施行する。 
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資料２ 地域福祉計画・地域福祉活動計画策定委員名簿  

 所属、役職等 氏名 

委員長 中之条町民生委員・児童委員協議会長 綿貫 久忠 

副委員長 中之条町老人クラブ連合会長 宮﨑 英志 

委員 中之条町区長会役員連絡協議会長 田村 正明 

〃 中之条婦人会長 冨沢 孝子 

〃 中之条町子ども会育成会連絡協議会長 林 直哉 

〃 社会福祉法人萌希の丘理事長 大野 富美代 

〃 特定非営利活動法人しらかば会会長 塚田 かつ子 

〃 中之条町手をつなぐ育成会長 松井 八重子 

〃 中之条町ボランティア連絡協議会長 向井 美代子 

〃 中之条町身体障害者更生会長 中澤 富一 

〃 中之条町赤十字奉仕団委員長 福島 輝子 

〃 
社会福祉法人春風会 

 特別養護老人ホームやまゆり荘施設長 
宮﨑 宏徳 

〃 医療法人社団 寿山会 田島病院 院長 田島 郁文 

〃 
あがつま相談支援センターやまばと 

相談支援専門員 
生巣 晋 

〃 あがつま法律事務所 弁護士 小林 有斗 
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資料３ 令和元年度中之条町町民意識調査 

 

■アンケート実施概要 
 

□目  的：中之条町では、快適で住みよいまちの実現をめざし、各種 

事業に取り組んでいる。 

今後も中之条町に「住んでみたい」、「住み続けたい」と 

思っていただけるまちづくりを推進するため、このアンケ 

ートを実施し、町民の方々のニーズ等を把握することを目 

的とする。 

□配  布 ：令和元年９月２０日 

□回 収 日：令和元年１０月１０日 ※１１月７日まで回収。 

□対 象 者：中之条町在住の１８歳以上の方（層化無作為抽出） 

□実施方法：郵送によるアンケート配布と回収。 

□配 布 数：１，４１３（票） 

□回 収 数：７１０（票） 

□回 収 率：５０．２（％） 

 

 

■アンケート結果（地域福祉計画、地域福祉活動計画に関連するものを抜粋） 
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全体的にみると、誇りや愛着を「感じる」と「どちらかといえば感じ

る」の割合が、60(%)を超えている。 

年齢別にみると、50代においてその割合が高くなっている。 

Ｂ

Ａ 

中之条町の印象についてお伺いします 

あなたは、中之条町に誇りや愛着を感じますか？ 

あてはまる番号１つに○印を付けてください。 
問１ 

1．感じる
2．どちら
かといえ
ば感じる

3．どちらと
もいえない

4．どちらか
といえば感
じない

5．感じない 無記入 合計

合計 249 234 148 36 22 21 710

１．18～29才 15 18 9 0 4 2 48

２．30～39才 13 14 7 5 6 0 45

３．40～49才 20 24 17 3 2 0 66

４．50～59才 37 55 16 4 4 0 116

５．60～69才 42 40 28 10 4 2 126

６．70才以上 120 82 68 13 2 6 291

無記入 2 1 3 1 0 11 18
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誇りや愛着を「感じる」と「どちらかといえば感じる」の割合が微減

の傾向にある。 経
年
変
化 



 

34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全体的にみると「まあ住みよい」が最も多くなっている。 

年齢別にみると、70才以上において「とても住みよい」と「まあ住み

よい」の割合が高くなっている。 

地区別にみると、中之条地区において「とても住みよい」と「まあ住

みよい」の割合が高くなっている。 

あなたは、中之条町を住みよいところだと感じますか？ 

あてはまる番号１つに○印を付けてください。 
問２ 

1.とても住
みよい

2.まあ住
みよい

3.普通
4.やや住
みにくい

5.とても住
みにくい

無記入 合計

合計 80 261 226 104 22 17 710

１．18～29才 3 13 15 14 2 1 48

２．30～39才 3 17 16 8 1 0 45

３．40～49才 5 26 20 13 2 0 66

４．50～59才 10 43 37 20 6 0 116

５．60～69才 11 46 46 16 5 2 126

６．70才以上 46 115 91 30 6 3 291

無記入 2 1 1 3 0 11 18

１．中之条地区 49 160 118 50 10 0 387

２．沢田地区 13 42 47 24 4 2 132

３．伊参地区 6 16 19 11 3 1 56

４．名久田地区 6 22 20 7 2 2 59

５．六合地区 5 19 20 11 3 1 59

無記入 1 2 2 1 0 11 17
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「とても住みよい」と「まあ住みよい」の割合は、微増の傾向にある 

が、「普通」まで含めると、微減の傾向にある。 経
年
変
化 
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「満足」と「やや満足」を合わせると、「空気や川などのきれいさ」 

が最も多く、次いで「ごみの収集処理」、「悪臭・騒音・振動など」にな

っている。 

「やや不満」と「不満」を合わせると、「働く場所」が最も多く 、次

いで「病院･医院などの医療施設と体制」、「日常の買物の便利さ」にな

っている。 

この傾向は、前回と同様である。 

Ｃ

Ａ 

あなたの住んでいる周辺の環境や日々の暮らしについてお伺いします 

あなたが生活をする様々な面について､どの程度満足していますか？ 

それぞれの項目について〇印を付けてください。 
問５ 
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「満足」と「やや満足」の割合について前回と比較すると、「学校教 

育全体のあり方」と「お年寄りに対する福祉」が約10％増加している。 

「やや不満」と「不満」の割合について前回と比較すると、「働く場 

所」が約10％減少（良くなっている）している。次いで「子育て等の児 

童福祉」、「道路の整備」、「子どもの遊び場」もよくなっている。 

若干悪くなっているのは、「お年寄りに対する福祉・介護」、「皆さん

の意見反映」、「障害者に対する福祉・介護」になっている。 

「満足」と「やや満足」は全体的に増加しており、「不満」と「やや 

不満」も良くなっているものが多く、改善されていることがわかる。 

経
年
変
化 

■「満足」と「やや満足」の割合が高い項目 ■「不満」と「やや不満」の割合が高い項目

満足と 対前回比 不満と 対前回比

やや満足 （％） やや不満 （％）

ア．空気や川などのきれいさについては 86% +5.6% ネ．働く場所については 52% ▲ 10.0% ⤴良くなっている

エ．ごみの収集処理については 81% +3.0% チ．病院･医院などの医療施設と体制については 51% ▲ 0.6%

イ．悪臭・騒音・振動などについては 76% +1.0% ニ．日常の買い物の便利さについては 47% ▲ 2.7%

ウ．下水道や排水路の整備については 75% +4.2% ス．通勤・通学等の交通の便利さについては 40% ▲ 0.7%

コ．近所つきあいについては 55% +5.7% ヌ．レクリエーション施設については 36% ▲ 3.5%

ツ．検診などの保健活動については 55% +5.8% ケ．有害鳥獣対策については 30% ▲ 1.7%

サ．道路の整備については 48% +5.3% ヒ．皆様からの意見が反映されているかについては 25% 2.3% ⤵若干悪くなっている

フ．町職員の対応については 47% +3.9% カ．子どもの遊び場については 22% ▲ 5.7% ⤴良くなっている

ハ．町からの情報提供については 46% +3.8% ク．災害時の安全性や避難体制については 22% ▲ 1.1%

シ．交通安全対策については 45% +4.0% サ．道路の整備については 22% ▲ 5.8% ⤴良くなっている

タ．文化施設については 43% +5.9% テ．お年寄りに対する福祉・介護については 18% 2.5% ⤵若干悪くなっている

オ．公園の整備については 40% +2.4% キ．防犯のための施設や体制については 18% ▲ 3.1%

ソ．生涯学習のあり方については 39% +7.0% ⤴良くなっている ト．障害者に対する福祉・介護については 16% 2.2% ⤵若干悪くなっている

テ．お年寄りに対する福祉・介護については 39% +10.3% ⤴良くなっている ノ．行政サービス全般については 15% ▲ 1.3%

ノ．行政サービス全般については 36% +6.3% オ．公園の整備については 15% ▲ 3.9%

セ．学校教育全体のあり方については 36% +10.5% ⤴良くなっている フ．町職員の対応については 15% 1.3%

ナ．子育て等の児童福祉については 32% +7.8% シ．交通安全対策については 15% ▲ 0.3%

ニ．日常の買い物の便利さについては 28% +1.9% ハ．町からの情報提供については 12% ▲ 1.6%

キ．防犯のための施設や体制については 28% +3.2% タ．文化施設については 11% ▲ 2.1%

チ．病院･医院などの医療施設と体制については 28% +6.3% ツ．検診などの保健活動については 10% ▲ 0.6%

ト．障害者に対する福祉・介護については 27% +6.1% コ．近所つきあいについては 10% 0.9%

カ．子どもの遊び場については 27% +0.9% セ．学校教育全体のあり方については 10% ▲ 4.8%

ケ．有害鳥獣対策については 26% +7.7% ⤴良くなっている ナ．子育て等の児童福祉については 9% ▲ 8.5% ⤴良くなっている

ク．災害時の安全性や避難体制については 26% +3.7% ウ．下水道や排水路の整備については 8% 0.6%

ス．通勤・通学等の交通の便利さについては 25% +2.1% ソ．生涯学習のあり方については 8% 0.2%

ヒ．皆様からの意見が反映されているかについては 19% +4.4% エ．ごみの収集処理については 7% ▲ 0.5%

ヌ．レクリエーション施設については 16% +1.7% イ．悪臭・騒音・振動などについては 5% ▲ 2.1%

ネ．働く場所については 9% +0.3% ア．空気や川などのきれいさについては 2% ▲ 3.3%
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全体的にみると、「年金など社会保障の充実」が最も多く、「バスなど

の公共交通機関の充実」が続いている。 

年齢別にみてもこの２つが多いが、18～49才は、「バスなどの公共交 

通機関の充実」が最も多くなっている。 

Ｄ

Ａ 

少子高齢化社会についてお伺いします 

町の高齢化社会への対応策として､どのようなことに重点をおくべき 

だと思いますか？あてはまる番号 3つまで○印を付けてください｡ 
問８ 
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経年的に増加しているのは、「バスなどの公共交通機関の充実」、「デ 

イサービスやショートステイなどの短期入所施設の充実」で、今回、「 

バスなどの公共交通機関の充実」が特に増加しているのが特徴である。 

経年的に減少しているのは、「年金など社会保障の充実」、「寝たきり

老人等介護を要する高齢者のための入所施設の充実」、「家事援助や介護

など在宅福祉サービスの充実」である。 

この中で「年金など社会保障の充実」は、18～29才でのみ増加してお 

り、将来的な不安が高まっている恐れがある。 

さらに「在宅福祉サービスの充実」が減少していることは、地域包 

括ケアシステムの実現と逆行している結果といえる。 

経
年
変
化 
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全体的にみると、「内容によっては参加する」が最も多くなっている。 

年齢別にみても、「内容によっては参加する」が最も多くなっている 

が、次いで多いのは、18～29才は「全く関心がない」、30代と50代は「 

参加したいが時間や暇がない」、40代と60代は「求められれば参加する 

」になっている。 

Ｈ 住民参加・連携についてお伺いします 

地域の「まちづくり」や「コミュニティ(地域社会)づくり」などの活動 
や運動への参加について、あなたはどのようにお考えですか？ 
あてはまる番号１つに○印を付けてください。 

問17 

1.自主的に参
加している

2.求められれ
ば参加する

3.参加したい

が時間や暇
がない

4.内容によっ

ては参加す
る

5.全く関心が
ない

無記入 合計

合計 61 145 101 277 85 41 710

１．18～29才 1 11 5 19 12 0 48

２．30～39才 2 9 10 14 8 2 45

３．40～49才 1 15 11 26 12 1 66

４．50～59才 10 19 28 47 12 0 116

５．60～69才 10 31 22 50 12 1 126

６．70才以上 36 59 23 117 28 28 291

無記入 1 1 2 4 1 9 18
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経年的に増加しているのは、「全く関心がない」、「自主的に参加して

いる」である。 

経年的に減少しているのは、「内容によっては参加する」、「求められ

れば参加する」、「参加したいが時間や暇がない」である。 

これらのことから、住民参加は、内容によっては参加する人が多く、 

わずかであるが自主的な人と、関心がない人に二極化しつつある。 

経
年
変
化 
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全体的にみると、「少子高齢化社会」が最も多く、「町の活性化」が続

いている。 

年齢別にみても、同様な傾向になっている。 

Ｋ 最も重視すべきことをお伺いします 

これまでお伺いしてきた項目のうち、最も重視すべきことは何ですか？ 

あてはまる番号１つに○印を付けてください。 
問23 

Ｄ．少子高
齢化社会

Ｅ．生涯学
習・学校教
育

Ｆ．環境問題 Ｇ．情報化
Ｈ．住民参
加・連携

Ｉ．行政サー
ビスと住民
負担のあり
方

Ｊ．町の活性化 無記入 合計

合計 331 21 27 5 16 78 186 46 710

１．18～29才 20 2 0 2 2 4 18 0 48

２．30～39才 17 3 3 1 1 6 12 2 45

３．40～49才 28 7 1 1 3 12 12 2 66

４．50～59才 66 2 4 0 3 9 28 4 116

５．60～69才 67 2 2 0 5 14 32 4 126

６．70才以上 130 5 16 1 2 30 82 25 291

無記入 3 0 1 0 0 3 2 9 18
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経年的にやや増加しているのは、「少子高齢化社会」である。 

経年的に減少しているのは、「町の活性化」である。 

これらのことから、少子高齢化社会への対応が一層望まれていると考 

えられる。 

経
年
変
化 
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全体的にみると、「高齢者や障害者などの介護・福祉サービスの充実

」が最も多く、次いで「鉄道、路線バスの維持・充実」、「人口減少問

題の対策」が続いている。 

年齢別にみると、18～29才は「鉄道､路線バス」、30代は「地域保健医

療」、40代は「地域保健医療」と「鉄道､路線バス」、50代と70才以上は

「介護・福祉サービス」、60才代は「人口減少」が最も多くなっている｡ 

中之条町を住みよくするために、町の行政はどの分野に特に力を入れた 

らよいと思いますか？あてはまる番号３つまで○印を付けてください。 
問24 
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経年的に増加しているのは、「地域保健体制や医療(救急)体制の充実 

」、「鉄道、路線バスの維持・充実」である。「高齢者や障害者などの福

祉サービスの充実」は、今回、高齢者のサンプル数が多いことによる。 

経年的に減少しているのは、「企業の誘致、商工業の振興など地域経 

済の活性化」、「児童福祉、子育て支援の充実」である。 

医療や公共交通機関が増加し、多くの項目がやや減少している。これ 

は、優先順位が高まっている傾向とみられる。 

経
年
変
化 

※前々回未調査 

※前々回未調査 

※前々回未調査 
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【参考】重要度満足度の分析 
 重要度満足度調査は、直接行っていない。今回は、問５と問２４を用いて、任意

の設定に基づき分析した。設定条件は解説参照（→後ページ）。 

（１） 分析結果 

 「公共交通」、「産業振興」、「介護福祉」の分野が、注目すべき分野と考え 

られる。これらの分野は、この報告書の結果と、年齢や地域等のニーズを詳 

細にみて、政策や事業に反映する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
［グラフの見方］ 

 重要度と満足度で、散布図を作 

ると、各象限が意味をもつことに 

なる。この中で、「重要度」が高く

「不満」の項目が、最も注目すべき

分野かもしれない。 

 なお、重要度の軸上にある点（人

口減少、観光等）は、問５で選択肢 

に無い（満足度をはかれない）分野。  

満足度 

重要度 
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資料４  現況分析 

 

（１） 中之条町の人口 

① 人口の推移 

現在、中之条町の人口は約１６，０００人です。 

１０年後には１５，０００人を下回ると予測されています。 

また、年齢階層別人口をみると、６５歳人口の割合は約４０％を超え増加傾向

が予想され、１５歳未満人口の割合は１０％を下回り減少傾向が継続されると予

想されています。 

 

  ② 世帯数の推移 

現在、中之条町の世帯数は約６８００世帯です。 

人口が減少傾向ですが、世帯数は増加傾向にありますので、単身世帯化や核家

族化が進んでいるとみられます。 
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（２） 高齢者の状況 

① ひとり暮らし高齢者の状況 

町の民生委員によるひとり暮らし高齢者調査では、７０歳以上の高齢単身者世帯

は７５８世帯になっています。 

多くの方々が、日常生活において見回りや声かけが必要な状況がうかがえます。 

 

【表 ひとり暮らし高齢者の状況】 

対 

象 

者 

の 

性 

別 

対 象 者 の 年 齢  

 

７０歳

～ 

６９歳 

 

７５歳

～ 

６９歳 

 

８０歳

～ 

６９歳 

 

８５歳

～ 

６９歳 

 

９０歳 

 

以上 

 

 

不明 

 

 

合計 

男 ７６ ５１ ５９ ３７ ２９ ０ ２５２ 

女 ６９ １００ １３５ １３５ ６７ ０ ５０６ 

合計 １４５ １５１ １９４ １７２ ９６ ０ ７５８ 

※ 民生委員による実態調査 令和元年６月１日現在 

 

② 要介護認定者 

介護保険者数は、６,０００人を超え、要介護認定者数もほぼ横ばいになって

います。 

また、認定率は、群馬県及び吾妻郡の数値を上回っています。 

 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

介
護
保
険
一
号

被
保
険
者 

被保険者数(人） ５，９０７ ６，００６ ６，０２３ ６，０６７ ６，１１３ 

要介護等認定者

数(人) 
１，０７５ １，０６３ １，０３６ １，０８６ １，０８２ 

認 

定 

率(

％) 

中 之 条 町 １８．２ １７．７ １７．２ １７．９ １７．７ 

群 馬 県 １７．０ １７．２ １７．０ １７．０ １７．０ 

吾 妻 郡 １７．７ １７．９ １７．８ １７．４ １７．５ 
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③ 後期高齢者医療受診状況 

被保険者は、３，０００人を超え、横ばいになっています。 

また、医療費は、経年的に増加傾向にあります。 

 

 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

被保険者数(人) 

[受給者数] 
3,382 3,402 3,415 3,428 3,457 

１人当たり医療費 

(円) 
 774,775 839,957 823,231 874,851 901,489 
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（３） 障がい者の状況 

① 身体障害者手帳所持者数の推移 

身体障害者手帳所持者数は年々増加傾向にあり、聴覚・平衡機能障害により手

帳を取得している方が増えています。 

 
（単位：人） 

年 度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

視覚障害 ３９ ４３ ４４ ４１ ３９ 

聴覚・平衡機能障害 １２５ １４６ １６０ １６７ １７５ 

音声・言語 

・そしゃく機能障害 
１１ １０ １０ １０ １２ 

肢体不自由 ３１１ ３０６ ２９９ ３００ ２８３ 

内部障害 ２５０ ２５３ ２６４ ２７９ ２８５ 

合 計 ７３６ ７５８ ７７７ ７９７ ７９４ 

資料：年度末実績値 

 

② 療育手帳所持者数の推移 

療育手帳所持者数は１７０人前後で推移しています。 

（単位：人） 

年 度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

A 

（重度） 

１８歳未満 ６ ６ ９ ８ ７ 

１８歳以上 ３６ ３６ ３６ ３７ ３８ 

Ｂ 

（中軽度） 

１８歳未満 １４ １２ １６ １７ １６ 

１８歳以上 ９６ １００ １０１ １０７ １１１ 

合 計 １５２ １５４ １６２ １６９ １７２ 

資料：年度末実績値 
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③ 精神障害者保健福祉手帳交付数の推移 

精神障害者保健福祉手帳交付数は、平成２７年度に５０人を超え、増加傾向に

あります。 

（単位：人） 

年 度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

１ 級 ２９ ３１ ３１ ３２ ３８ 

２ 級 １４ １９ ２７ ２６ ３１ 

３ 級 ６ ６ ８ １１ １６ 

合 計 ４９ ５６ ６６ ６９ ８５ 

資料：年度末実績値 

 

④ 難病疾患者数の推移 

小児慢性特定患者数は、おおむね横ばいになっています。 

特定疾病患者数は、１２０人程度で、ほぼ横ばいになっています。 

（単位：人） 

年 度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

小児慢性特定疾患者数 ６ １０ １１ １２ １１ 

特定疾患者数 １１８ １２１ １２５ １２０ １１７ 

資料：年度末実績値 
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（４） 子どもの状況 

① 子どもの数の推移 

小学生以下の子どもの数は、急激に減少しています。 

 

 
 
 

（単位：人） 
  

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

子ども

の数 

6-11 歳 ７４９ ７３２ ７２５ ６９８ ６６０ 

0-5 歳 ６０１ ５６５ ５４１ ５１５ ４８５ 

資料：住民基本台帳 各年４月１日現在 

 

② 出生数の動向  

出生数は、年度によりばらつきがありますが、減少傾向です。 

（単位：人） 

 
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

出生数 ８１ ８６ ８１ ６２ 89 

資料：人口動態調査及び住民基本台帳 

 

③ 合計特殊出生率の動向 

合計特殊出生率は、平成２９年に急激に低下しました。 

（単位：％） 

合計特殊出生率 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 

中之条町 １．２８ １．３０ １．２９ １．０７ 

群馬県 １．４４ １．４９ １．４８ １．４７ 

国 １．４２ １．４５ １．４４ １．４３ 

資料：人口動態調査 
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④ 婚姻と離婚の動向 

婚姻率（人口千人当たりの婚姻数）をみると、平成２９年に２．９０です。こ

れは、国の４．９０、群馬県の４．４０比べて大幅に低い値となっています。 

一方、離婚率は、平成２９年に1.２９です。これは、国の１．７０、群馬県の

１．６５に比べて低い値となっています。 

 

 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 

婚姻率 ３．３０ ３．００ ２．７０ ２．９０ 

離婚率 １．４０ １．３１ １．２１ １．２９ 

資料：人口動態調査 
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資料５ 課題整理 

 

課題１  福祉を担う世代の確保 

  

・人口が、10 年後には 15,000 人を下回り、減少傾向にあります。 

・出生率の減少に伴い、子どもの数が減少しているため、子育て支援策が必

要です。 

・高齢化率の上昇にともない要介護認定率が増加し、負担が増加しています。 

・同様に医療費の負担も増加しています。 

 

 

課題２  様々な主体や分野の連携 

  

・地域包括ケアの実現にむけ、医療と介護、地域と施設といった連携が必要

です。 

・例えば「障がいを持っている高齢者」に対する質の高いサービスの提供を

考えた場合など、分野を横断するサービスの検討が必要です。 

・福祉に関する事業、イベント、活動の主体は、行政だけではなく、生活支

援協議体、ボランティア、民生委員・児童委員、区長、町民、事業者等の

多様な主体による連携が必要です。 

 

 

課題３  各種サービスにおける継続性の確保 

  

・これまでと同様の日常生活を送れるよう、高齢者、障がい者、子どもなど

の各分野における各種サービスの継続性を確保する必要があります。 

・医療費や保険料を低減するため、疾病を未然に防ぐことを考え、自ら健康

増進に努める必要があります。 
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課題４  住民参加への意欲、機会の提供 

  

・アンケートによると、地域福祉を進めていくうえで、行政と地域住民の関

係は「協力すべきだ」が半数を超えていますが、ボランティア活動に参加

していない方が約半数になっています。 

・参加しない理由は、仕事等、様々な理由ありますが、参加する上で行政ま

たは社会福祉協議会に支援してほしいことは「情報提供」になっています。 

・もし、手助けするのであれば「日頃の見守り・声掛け」「話し相手」が最

も多くなっているため、このような事業を中心に地域福祉への参加を促す

ための情報発信を見直すことが必要と考えられます。 

・ふるさとへの愛着を高め、そこに住み人を愛しむことによって、福祉事業

への参加意欲を高める必要があります。 

・総合学習、生涯学習、その他の事業等を活用し、福祉に対する啓発活動を

行う必要があります。 

 

課題５  共助、互助にむけた取り組み 

  

・身体障がい者が増加しているため、障がい者の自立に向けたサービスを継

続的に実施する必要があります。 

・就業の斡旋、相談等が求められています。 

・アンケートによると、住みやすい地域になるためには「高齢者や障がい者

支援（日常の見守り）」、「交通弱者支援（外出時の付き添い）」が必要

と感じています。 

 

課題６  要支援者及び要配慮者に対する取り組み 

  

・７０歳以上のひとり暮らし高齢者が約７６０世帯あり、日常生活の安否確

認や、災害時における避難誘導が必要です。 

・アンケートによると、災害持に避難することができない人を「知らない」

といっている人が約６割になっています。 

・一方、災害時に避難するための支援が必要な人の手助けができる人は約４

割になっています。 

・よって、まずは地域において避難行動要支援者及び要配慮者を把握するこ

とが急務です。 

・次にその方々の所在や搬送方法等の個人情報の取り扱いについて定めるこ

とが必要です。 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中 之 条 町 地 域 福 祉 計 画 

中之条町地域福祉活動計画 

令和２年３月 

 

■中之条町  ■社会福祉法人中之条町社会福祉協議会 

 

〒377-0494 

群馬県吾妻郡中之条町大字中之条町1091 

電話：0279-75-2111 FAX：0279-75-6562 

e-mail：info@town.nakanojo.gunma.jp 

  

〒377-0494 

群馬県吾妻郡中之条町大字中之条町1091 

電話：0279-75-8839 FAX：0279-75-5190 

e-mail：info@nakanojo-shakyo.jp 



 

 

 

 


